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埼玉県 保健医療部医療整備課

在宅医療推進担当

埼玉県の在宅医療について

資料２
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埼玉県の現状
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年少人口・生産年齢人口は減少、老年人口は増加
出展：埼玉県5か年計画参考資料

埼玉県の総人口の推移

4



H27(2015年)：約4人に1人 ⇒ R22(2040年)：約3人に1人

出展：埼玉県5か年計画参考資料

埼玉県の65歳以上人口構成割合の推移
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所

病気になったら･･･

医療
介護が必要になったら･･･

介護 医療・介護連携

生活支援・介護予防

専門職が連携して提供する
中重度者向けサービス

自助・共助による
元気高齢者・軽度者向けサービス

○ 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、
医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム

○ 市町村が主体となった地域ぐるみのまちづくり

○ 県は関係団体と連携し、市町村を支援

・日常の医療
かかりつけ医、有床診療所

・病院：
急性期、回復期、慢性期

・介護サービス
在宅系、施設・居住系

地域包括ケアシステムについて
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在宅医療の4つの場面
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埼玉県の在宅医療需要と在宅医療機関

8



埼玉県における在宅医療等の需要
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※2025年以降については、高齢者人口がピークを迎えて減少に転ずる2040年頃を
視野に入れ、今後国で検討

在宅医療等の必要量は増加傾向で約１．８倍（表は二次医療圏ごとの推計値）

出展：埼玉県地域医療構想
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在宅医療を支える医療機関

・在宅療養支援診療所・病院
24時間往診体制や入院機能を有する場合の在宅療養患者の入院病床の確保
など、在宅医療において積極的な役割を担うことが期待される医療機関

・在宅時医学総合管理料届出医療機関
通院困難で在宅での療養を行っている個別の患者ごとに在宅療養計画を
作成し、定期的な訪問診療を行い、総合的な医学管理を行う医療機関

・地域包括ケア病棟
急性期医療を経過した患者の受入れ、在宅において療養を行っている患者等
の受入れ、患者の在宅復帰支援等を行う病棟

埼玉県における在宅医療機関



全国平均

◆ 在宅療養支援診療所数

埼玉県における在宅医療機関（全国比較）
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出展：厚生労働省 在宅医療にかかる地域別データ集より抽出（R3.3.31時点）
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出展：厚生労働省 在宅医療にかかる地域別データ集より抽出（R3.3.31時点）

全国平均

埼玉県における在宅医療機関（全国比較）

◆ 在宅療養支援病院数



埼玉県の在宅医療に関する調査結果
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（1）調査目的

県内各地域の実情に合わせた在宅医療提供体制の整備を推進するにあたり、在宅医療
及び在宅緩和ケアの地域ごとに異なる実態、問題点や課題等を把握する。

（2）調査対象

（3）調査方法

（4）調査期間

2019年11月1日（金）～2019年12月1日（日）（Web調査）
2019年11月15日（金）～2019年12月18日（水）到着まで（郵送調査）

対象施設 配布数 回収数 回収率

病院
①全般（在宅医療等） 338件 125件 37.0％

②緩和ケア 338件 100件 29.6％

診療所 3,709件 1,283件 34.6％

薬局 2,382件 1,642件 68.9％

訪問看護ステーション 364件 238件 65.4％

地域包括支援センター 282件 177件 62.8％

老人ホーム 755件 297件 39.3％

合計 8,168件 3,862件 47.3％

Web調査及び郵送調査

※薬局は在宅患者訪問薬剤管理指導を行う薬局が対象
※病院、診療所、薬局については関東信越厚生局の令和元年9月1日時点の登録医療機関より現存のみ抽出、訪問看護
ステーション、老人ホームについては厚生労働省の令和元年9月1日時点の介護サービス情報公開システムより、
地域包括支援センターについては埼玉県地域包括支援センター名簿より検索

※病院のみ｢①全般（在宅医療等）｣に関する調査票と｢②緩和ケア｣に関する調査票に分けて配布

埼玉県の在宅医療に関する調査結果

◆ 埼玉県における在宅医療の調査結果（令和元年度実施）
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n=925

在宅医療を行う医師等がいない

体力・気力に不安がある

年齢的に自信がない

◼ 在宅医療の今後（5年後）の対応予定のうち、行っていないと思う理由をみると、
｢在宅医療を行う医師等がいない｣が最も多く、その他「体力・気力に不安がある」「年齢的に自信がない」
といった負担・不安に対する理由が多かった。

診療所における在宅医療の対応予定
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◼ 在宅医療の提供件数を増やすために必要なことをみると、｢自院の在宅医療に関わる医師の増員｣が最も
多く、次いで｢自院の在宅医療に関わる医師以外のスタッフの増員｣となっている。

n=1106

医療従事者の確保

他機関との連携

診療所において在宅医療提供件数を増やすために必要なこと
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実際の在宅医療の現場
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実際の在宅医療の現場の紹介

◆ 実際の在宅医療の現場の動画

ＨＡＰＩＮＥＳＳ館クリニック（毛呂山町）
斎木 実（医師）に依頼し、在宅医療現場の動画を撮影予定。
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埼玉県の在宅医療に関する取組
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・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し

・在宅医療等への現場研修を通じて、在宅医療の不安解消と参入意欲を醸成

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医療機関や
介護事業所との連携体制の構築

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等

・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及
・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を尊重した
医療やケアが提供できる人材を育成

・高齢者サロンなど地域に出向いてＡＣＰを普及する医師の人材バンクの立ち上げ

３ 在宅医療連携拠点の機能強化等

２ 在宅緩和ケアの推進

１ 在宅医療を担う医師の育成

４ ＡＣＰの普及
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在宅医療推進に向けた取組
～令和５年度の取組～



・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し

・在宅医療等への現場研修を通じて、在宅医療の不安解消と参入意欲を醸成

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医療機関や
介護事業所との連携体制の構築

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等

・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及
・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を尊重した
医療やケアが提供できる人材を育成

・高齢者サロンなど地域に出向いてＡＣＰを普及する医師の人材バンクの立ち上げ

３ 在宅医療連携拠点の機能強化等

２ 在宅緩和ケアの推進

１ 在宅医療を担う医師の育成

４ ＡＣＰの普及
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在宅医療推進に向けた取組
～令和５年度の取組～



在宅医療を担う医師の育成

22

日常の療養を支える在宅医療を担う医師を増やしていくために、
県医師会協力の下、在宅医療スタート支援事業を実施

写真を添付

令和５年度の講義内容

①明日からでも始められる
在宅医療【準備編】【連携編】

②在宅医療の実例＋
在宅医療の診療報酬１

③認知症＋
在宅医療の診療報酬２

④がん緩和ケア・がん治療の最新＋
在宅医療の診療報酬３

⑤シュミレーター実習＋
講義



在宅医療を担う医師の育成
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更なる課題
在宅医療の知識を得る機会や地域の多職種連携などの環境づくりは進んできている
一方、知識だけでは実際の動きや多職種のサポートが実感できず、不安・負担感を

超えられない

知識に加え、実際に現場で「見て・聞いて・感じる」機会をつくり、
不安解消とモチベーション向上につなげ、参入を後押し

訪問診療等同行研修事業
（受講対象）在宅医療を検討する医師
・訪問診療を行っている医師への同行研修
・緩和ケア病棟での回診同行研修

参加者からの声
・患者さんへの対応ももちろんですが、
コメディカルとの分業も勉強になった。

・訪問後の意見交換も大変貴重でした。
地元だったため、色々繋がりました。
▶ 訪問診療の現場を知ってもらうだ

けに留まらず、地域の繋がりをつ
くる機会にもなった。



・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し

・在宅医療等への現場研修を通じて、在宅医療の不安解消と参入意欲を醸成

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医療機関や
介護事業所との連携体制の構築

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等

・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及
・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を尊重した
医療やケアが提供できる人材を育成

・高齢者サロンなど地域に出向いてＡＣＰを普及する医師の人材バンクの立ち上げ

３ 在宅医療連携拠点の機能強化等

２ 在宅緩和ケアの推進

１ 在宅医療を担う医師の育成

４ ＡＣＰの普及
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在宅医療推進に向けた取組
～令和５年度の取組～



在宅緩和ケアの推進

取組内容

① 在宅緩和ケア地域支援事業（有識者会議の実施）

在宅緩和ケアの提供体制に関する実態調査の結果を踏まえ、在宅緩和ケアを推進するための施策を検討する。

② 在宅緩和ケア地域連携構築事業

（地域の連携会議、研修への補助）

郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん拠点病院等と

地域の医療機関や介護事業所との連携体制の構築・強化及び

地域において在宅緩和ケアを担う人材の育成に関する研修会の実施

がん拠
点病院

かかり
つけ医

県立がん
センター

在宅医療
連携拠点

調剤
薬局

訪問
看護・介護

（具体的な取組内容）

在宅緩和ケア施策の検討、緩和ケアのマニュアル作成

現状と課題

県の調査では、在宅医療に対応している診療所の中でも、

在宅緩和ケアに対応している割合は約4割。

在宅緩和ケアを実施している診療所でも、半数以上で

難しさを感じている。
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在宅緩和ケアの推進

◆ 緩和ケア処方マニュアル
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在宅緩和ケアの推進

◆ 埼玉県版痛みのアセスメントシート
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・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し

・在宅医療等への現場研修を通じて、在宅医療の不安解消と参入意欲を醸成

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医療機関や
介護事業所との連携体制の構築

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等

・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及
・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を尊重した
医療やケアが提供できる人材を育成

・高齢者サロンなど地域に出向いてＡＣＰを普及する医師の人材バンクの立ち上げ

３ 在宅医療連携拠点の機能強化等

２ 在宅緩和ケアの推進

１ 在宅医療を担う医師の育成

４ ＡＣＰの普及
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在宅医療推進に向けた取組
～令和５年度の取組～



ケアマネジャーとの連携事例

【 ケアマネジャーの対応 】

○ケアマネジャーは、介護サービスを
受ける方のケアプランを作成

○ケアプランを作成する際、
介護だけでなく医療のことも相談
される

【拠点コーディネーターの対応】

○医療的知見や実務経験に基づき
必要なケアを助言

○複雑な病状の患者には担当医
から情報収集し、個別に対応

在宅医療と介護の
一体的ケアの実現

相

談

○ 県医師会と共同で県内に３０ある郡市医師会に
拠点を設置（Ｈ３０～市町村の介護保険事業）

○ ケアマネジャー資格を持つ看護師など
医療・福祉にも精通した専門職を配置

【主な役割】
○ 在宅医療を希望する患者を関係職種につなぐ
○ 本人・家族、地域包括支援センターやケアマネ
などからの医療相談に対応

介護職等からの相談

29

在宅医療連携拠点
コーディネーター

訪問看護師

患者本人・家族

ケアマネジャー

地域包括支援センター

（市町村）

病 院

往 診 医

医
療
相
談

在宅医療連携拠点の機能強化



・在宅医療の実施を検討している医師の初めの一歩を後押し

・在宅医療等への現場研修を通じて、在宅医療の不安解消と参入意欲を醸成

・郡市医師会（在宅医療連携拠点）によるがん診療連携拠点病院等と地域の医療機関や
介護事業所との連携体制の構築

・在宅緩和ケアの推進や地域連携に関する検討委員会の開催

・在宅医療連携拠点コーディネーターに対する研修の実施等

・事前意思表明書を活用し、ＡＣＰを普及
・医療や介護従事者に対して研修を実施、人生の最終段階にある患者の意向を尊重した
医療やケアが提供できる人材を育成

・高齢者サロンなど地域に出向いてＡＣＰを普及する医師の人材バンクの立ち上げ

３ 在宅医療連携拠点の機能強化等

２ 在宅緩和ケアの推進

１ 在宅医療を担う医師の育成

４ ＡＣＰの普及
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在宅医療推進に向けた取組
～令和５年度の取組～



ＡＣＰの普及

◆ 人はどこで亡くなるか。

31

病院？自宅？

出展：厚生労働省「平成28年版厚生労働白書」

◆ 今はどこで亡くなる
人が多いか。(2014年)

◆ 昔はどこで亡くなる人
が多かったか。(1951年)

自宅▶ ８割

病院▶ ８割

自宅▶ １割・・・



ＡＣＰの普及

◆ 人はどこで亡くなりたいと
考えているか。
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◆約半数の人が自宅で
亡くなりたいと考えている

亡くなる場所８割の病院？

自宅 ▶約４９％（半数）

◆実際には病院で亡くなっている人
が多いのはなぜ？？

出展：埼玉県「令和3年度県政世論調査」



ＡＣＰの普及

◆理由として考えられること

33

◆話し合うきっかけがない
３７．３％

◆何を話し合っていいか
わからない １４．５％

出展：埼玉県「令和3年度県政世論調
査」

最期を迎えたい場所はどこか家族などと話し合ったことがない

◆命の危険が迫ったとき、
約７０％の人が、
自分の希望する医療等
を伝えられない

アドバンス・ケア・プランニング（ACP）・人生会議



ＡＣＰの普及

R3～ ＡＣＰ普及啓発講師人材バンク事業
◆目的は？？
日々の生活の場所に医師などが出向いて、人生の最終段階の医療やケアについて、
住⺠に語りかけながらじっくり広げていく。

◆ACPを話せる医師を登録！

◆令和４年度１１７名の医師が登録し、県内の各地域で１７０回講演を実施。

◆講演の場は、既存の高齢者の集まりの場や、ウォーキングイベントに合わせて
実施するものや、高校の授業の一環として実施してもらったことも。
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